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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第32期

第１四半期
連結累計期間

第33期
第１四半期
連結累計期間

第32期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 (千円) 2,133,410 2,049,416 11,259,408

経常利益又は経常損失(△) (千円) △704,309 △672,034 27,778

親会社株主に帰属する四半期
(当期)純損失(△)

(千円) △737,474 △651,173 △3,257,417

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △745,122 △664,429 △3,219,183

純資産額 (千円) 8,030,186 4,811,179 5,556,125

総資産額 (千円) 19,206,274 16,431,708 17,512,927

１株当たり四半期(当期)純損失
(△)

(円) △109.91 △97.04 △485.47

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.8 29.3 31.7
 

(注)　１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　３ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　　　４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　　　５　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連

結累計期間より、「四半期(当期)純損失」を「親会社株主に帰属する四半期(当期)純損失」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

EDINET提出書類

株式会社　秀英予備校(E04991)

四半期報告書

 2/19



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

前連結会計年度の末日と比較して重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、製造業において中国経済の減速などの影響を受け輸出が停滞

し、景況感が伸び悩むところとなっております。また、税制改正で税負担が増した軽自動車販売が停滞し自動車産

業も業況感が圧迫されております。一方、非製造業においては、訪日外国人の消費がサービス業の業況感を押し上

げるところなっておりますが、個人消費の回復には至っておりません。また、人手不足は一層深刻となっており労

働力不足が大きな懸念となっております。

当業界におきましては、市場規模は横這い・縮小傾向で推移しております。近年著しく台頭してきた個別指導型

学習塾の市場増加は鈍化してきておりますが、新たに映像を使った学習塾の市場規模増加、その他の新しい形態で

の学習塾の進出、また、企業の統廃合の活発化など業界再編成の様相を呈しております。

このような情勢のもと当社グループにおきましては、

（ⅰ）それぞれの顧客ニーズを細かく捉えた、尖った商品を提供すること

（ⅱ）決められたことを現場現場で濃度濃く実行すること

を基本として取り組んでまいりました。

特に第１四半期におきましては、小中学部、高校部、その他の教育事業のいずれの部門におきましても、夏期講

習一般生募集の基盤作りと募集活動を最重点課題として取り組んでまいりました。夏期一般生を母数としての秋入

学が年間の売上予算達成を大きく左右するからであります。第１四半期時点における夏期の募集状況は全体として

は順調に推移しております。

売上におきましては、小中学部・高校部・その他の教育事業ごとに大きく変化した市場、また地域、各学年に対

応した教育サービスを企画し増加を図っております。また、募集方法・時期も考慮して生徒数の増加、生徒一人当

たりの単価向上も図っております。

営業費用におきましては、年間の業績に大きく影響する夏期講習募集を成功させるため広告宣伝費の増加があっ

たものの、前期末及び今期において一部校舎の移転・閉鎖を行ったことにより人員の効率化、賃借料の削減、校舎

管理維持費用の削減等に努めました。

以上の結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の売上高は2,049百万円(前年同四半期は2,133百万円)、

営業損失は660百万円(前年同四半期は営業損失693百万円)、経常損失は672百万円(前年同四半期は経常損失704百万

円)、親会社株主に帰属する四半期純損失は651百万円(前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失737百万

円)となりました。

なお、季節的変動要因として、当社グループの生徒数は小中学部・高校部・その他の教育事業ともに夏期講習・

冬期講習等の講習に参加した一般生が、それぞれ９月、１月に入学するため、第２四半期以降に増加するところと

なっております。一方、営業費用につきましては、人件費・賃借料等が毎月固定的に発生いたします。したがっ

て、第１四半期の収益性は第２四半期以降に比べて低くなっております。

セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

(小中学部)

小中学部は予算を少し上回る売上高となっております。要因は春期講習明けの４月入学数が好調であったこと

と、生徒一人当りの授業料単価が上昇したことによるものであります。第１四半期におきましては、年間予算を大

きく左右する夏期講習一般生募集を成功させることを最重点課題として取り組んでまいりました。６月時点では順

調に募集を進めることができております。結果として、小中学部の売上高は1,504百万円(前年同四半期は1,536百万

円)、セグメント損失は289百万円(前年同四半期はセグメント損失356百万円)となりました。
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(高校部)

高校部におきましては、高３・卒生の人数、授業料単価が予算未達となっているため、予算を下回る売上高と

なっております。今期より本格的に取り組んでいる新しい教育サービスとしての”Assist”、医進特別コース、演

習講座の充実などを強化し年間予算達成を図っていく計画であります。結果として、高校部の売上高は345百万円

(前年同四半期は393百万円)、セグメント損失135百万円(前年同四半期はセグメント損失134百万円)となりました。

(その他の教育事業)

個別指導部門におきましては、生徒数が若干予算未達でありますが、授業料単価が予算を上回っているため、売

上高はほぼ予算通りで推移しております。また、映像事業部門におきましては、プロモーション活動に課題が発生

して生徒数が減少するところとなっており、売上高が予算未達となっております。結果として、その他の教育事業

の売上高は199百万円(前年同四半期は203百万円)、セグメント損失は35百万円(前年同四半期はセグメント損失18百

万円)となりました。

　

(2) 資産、負債及び純資産の状況

(資産)

流動資産は、前連結会計年度末に比べて930百万円減少し、3,027百万円となりました。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて150百万円減少し、13,404百万円となりました。これは主として、有形

固定資産の減価償却が進んだこと、建設協力金の回収が進んだためであります。

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて1,081百万円減少し、16,431百万円となりました。

(負債)

流動負債は前連結会計年度末に比べて157百万円減少し、6,876百万円となりました。これは主として、校舎の移

転・閉鎖に伴う解約違約金等の支払いにより店舗閉鎖損失引当金が減少したためであります。

固定負債は前連結会計年度末に比べて178百万円減少し、4,743百万円となりました。これは主として、長期借入

金の約定返済が進んだためであります。

この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて、336百万円減少し、11,620百万円となりました。

(純資産)

純資産合計は前連結会計年度末に比べて、744百万円減少し、4,811百万円となりました。

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の31.7％から29.3％となりました。　
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

なお、当社グループは財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等(会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

　当社グループとしては以下の経営方針を支持する者が「会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者」である

ことが望ましいと考えております。

経営方針

当社グループの経営の基本方針は以下のとおりであります。

① 教室、自習室、学習・進学指導室、休憩室、ホールなど学習効果を十分に考慮した当社独自の設計による校

舎を設立し、全校舎ブロードバンド回線などのインフラが構築されている等、高度なニーズに応えられる快

適な学習空間を提供すること

②  高均一な授業、学習・進学指導を中心とした教育サービスを提供し、学校外教育に対する高いレベルのニー

ズに応えること

③  膨大な潜在的ニーズがあるにもかかわらず、全国的にも運営ノウハウが確立されていない現役高校生部門を

拡充させること

④ 映像ビジネス分野において、教育コンテンツの動画配信サービスを提供し、家庭及び教育現場での学習効果

を高めること

⑤  需要の高い個別指導分野において、習熟度に合わせたきめ細かい指導を徹底し、幅広い学習ニーズに応える

こと

なお、上記の経営方針に照らし不適切な者が当社グループ支配権の獲得を表明した場合には、該当当事者と東京

証券取引所その他の第三者（独立社外者）とも協議の上、次の３項目の要件を充足する必要かつ妥当な措置を講じ

るものとします。

Ⅰ　該当取り組みが基本方針に沿うものであること

Ⅱ　該当取り組みが当社の株主共同の利益を損なうものでないこと

Ⅲ　該当取り組みが当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないこと

 

(4) 経営者の問題認識と今後の方針について

当業界の変化した市場に構造的かつ早急に対応していくことが最も大切だと考えております。具体的には、個別

指導部門の売上高を飛躍的に増加させていくことであります。前期において集団型校舎の一部に個別指導型を併設

開校し、大きな成果をあげることができております。今期においてはこれをさらに拡充していく計画であります。

また、小中学部の集団型学習塾部門におきましては、顧客それぞれのニーズに特化した教育サービスを企画・提

供していくこと、また、競合以上に量・質ともに優った教育サービスを提供できる仕組みを作ることに注力してま

いります。

高校部におきましても、顧客ニーズに対応した教育サービスを提供していくこと、確実に学力向上が達成できる

教育サービスを提供していくことが重要だと考えております。

個別指導部門におきましても過当競争の様相を呈してきております。この部門におきましては、学校の定期テス

トで確実に成績が上がるシステム作りが最も重要だと考えております。今期中に確実に点数アップが実現できるＩ

Ｔシステム化を計画しております。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,240,000

計 19,240,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年6月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,710,000 6,710,000
東京証券取引所　
（市場第一部）

単元株式数：100株

計 6,710,000 6,710,000 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年４月１日～
平成27年６月30日　

― 6,710,000 ― 2,089,400 ― 1,944,380
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成27年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成27年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式    200

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

6,708,600
67,086 ―

単元未満株式
普通株式

1,200
― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 6,710,000 ― ―

総株主の議決権 ― 67,086 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成27年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社　秀英予備校

静岡県静岡市葵区鷹匠
２丁目７番１号

200 ― 200 0.00

計 ― 200 ― 200 0.00
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社　秀英予備校(E04991)

四半期報告書

 8/19



１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,408,907 789,100

  受取手形及び売掛金 264,211 114,672

  商品 86,638 107,589

  貯蔵品 22,659 20,579

  繰延税金資産 6,132 18,886

  1年内回収予定の差入保証金 ※1  1,678,345 ※1  1,520,321

  その他 ※1  495,811 ※1  458,287

  貸倒引当金 △4,232 △1,918

  流動資産合計 3,958,473 3,027,519

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 4,893,515 4,835,754

   土地 4,304,013 4,304,013

   その他（純額） 360,308 342,978

   有形固定資産合計 9,557,838 9,482,746

  無形固定資産   

   その他 57,742 52,394

   無形固定資産合計 57,742 52,394

  投資その他の資産   

   敷金及び保証金 3,633,396 3,571,418

   その他 310,564 302,617

   貸倒引当金 △5,088 △4,988

   投資その他の資産合計 3,938,873 3,869,048

  固定資産合計 13,554,453 13,404,189

 資産合計 17,512,927 16,431,708

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 2,022,201 2,430,000

  1年内返済予定の長期借入金 ※2  1,083,797 ※2  1,091,073

  未払金 611,843 543,270

  未払法人税等 88,112 22,598

  未払消費税等 184,312 25,538

  前受金 519,875 520,723

  賞与引当金 155,333 44,542

  店舗閉鎖損失引当金 1,728,273 1,440,269

  その他 640,259 758,635

  流動負債合計 7,034,008 6,876,651

 固定負債   

  長期借入金 ※2  1,402,948 ※2  1,272,278

  繰延税金負債 156,675 150,490

  退職給付に係る負債 408,148 401,706

  資産除去債務 612,857 616,866

  その他 2,342,163 2,302,535

  固定負債合計 4,922,793 4,743,877

 負債合計 11,956,801 11,620,529
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,089,400 2,089,400

  資本剰余金 1,944,380 1,944,380

  利益剰余金 1,185,397 453,707

  自己株式 △127 △127

  株主資本合計 5,219,050 4,487,360

 その他の包括利益累計額   

  退職給付に係る調整累計額 337,075 323,819

  その他の包括利益累計額合計 337,075 323,819

 純資産合計 5,556,125 4,811,179

負債純資産合計 17,512,927 16,431,708
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 2,133,410 2,049,416

売上原価 2,515,850 2,352,996

売上総損失（△） △382,439 △303,579

販売費及び一般管理費 310,911 357,357

営業損失（△） △693,351 △660,936

営業外収益   

 受取利息 15,117 13,518

 その他 7,114 7,270

 営業外収益合計 22,232 20,789

営業外費用   

 支払利息 31,896 29,702

 その他 1,293 2,183

 営業外費用合計 33,190 31,886

経常損失（△） △704,309 △672,034

特別損失   

 店舗閉鎖損失引当金繰入額 7,938 -

 減損損失 ※１  26,711 -

 特別損失合計 34,650 -

税金等調整前四半期純損失（△） △738,960 △672,034

法人税、住民税及び事業税 14,800 15,056

法人税等還付税額 - △23,310

法人税等調整額 △16,286 △12,606

法人税等合計 △1,485 △20,860

四半期純損失（△） △737,474 △651,173

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △737,474 △651,173
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純損失（△） △737,474 △651,173

その他の包括利益   

 退職給付に係る調整額 △7,648 △13,255

 その他の包括利益合計 △7,648 △13,255

四半期包括利益 △745,122 △664,429

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △745,122 △664,429

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(会計方針の変更)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上

する方法に変更いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定

的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務

諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示方法の変更を行っております。当該表示

の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表の組替えを行っておりま

す。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
 

　

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　１年内回収予定の差入保証金及び流動資産のその他には、店舗閉鎖に伴う解約金に充当予定の金額が含まれて

おり、その金額は次のとおりであります。

　

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

店舗閉鎖に伴う解約金に充当予定の金額 1,555,003千円 1,393,763千円
 

 
※２　当社は、平成26年12月19日にシンジケートローン契約を締結しており、この契約に基づく借入実行残高は次の

とおりであります。

　

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

シンジケートローン契約総額 700,000千円 700,000千円

借入実行残高 640,000千円 700,000千円

　　　　　　差引額 60,000千円 ―
 

　

なお、当該契約には、下記の財務制限条項が付されております。

借入人は、全貸付人との関係で本契約が終了し、かつ貸付人及びエージェントに対する本契約上のすべての債

務において、以下の条件を充足することを確約する。

①平成27年３月に終了する決算期末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、52億円以上に維持する

こと。

②平成28年３月に終了する決算期又はそれ以降に終了する決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部

の金額を、平成27年３月に終了する決算期の末日又は当該決算期の直前の決算期末日における貸借対照表の

純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

③連結損益計算書上の経常損益につき、平成27年３月期以降２期連続して経常損失を計上しないこと。

④連結損益計算書上の当期純損益につき、平成28年３月期以降２期連続して当期純損失を計上しないこと。
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(四半期連結損益計算書関係)

 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

※１　当第１四半期連結累計期間において、以下の資産グループにおいて減損損失を計上しております。

 
場所 用途 種類 金額

山形県（４校舎） 校舎

建物及び構築物

工具、器具及び備品

合計

21,805千円

4,906千円

26,711千円
 

一部の校舎において、売上高・収益が当初計画を下回っており、十分な生徒数の確保が難しい状況となったた

め、校舎の閉鎖を決定したことに伴い、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、26,711千円を減損損失として計上し

ております。

なお、回収可能価額は将来キャッシュ・フローが見込めないことから零と算定しております。

 
前第１四半期連結累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平

成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

 
当社グループの生徒数は小中学部・高校部ともに、第１四半期に比べ第２四半期以降において、各種講習会に参

加する一般生数が増加し、また、本科授業の２学期が開始される９月及び３学期が開始される１月には新入学によ

り本科生数が増加いたします。したがって、第１四半期に比べ第２四半期以降の売上高の割合が大きくなる傾向が

あります。

　

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費含む。)は、次のとおりであります。

 

 
 

 

前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日)

減価償却費 112,514千円 92,260千円
 

　

 
(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日)

 
配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 80,516 12 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

　

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 80,516 12 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 
報告セグメント

小中学部 高校部 その他の教育事業 計

売上高     

  外部顧客への売上高 1,536,718 393,289 203,402 2,133,410

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― 3,691 3,691

計 1,536,718 393,289 207,093 2,137,102

セグメント損失(△) △356,669 △134,149 △18,989 △509,808
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 △509,808

セグメント間取引消去 5,963

全社費用(注) △189,507

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △693,351
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

一部の校舎において、売上高・収益が当初計画を下回っており、十分な生徒数の確保が難しい状況となったた

め、校舎の閉鎖を決定したことに伴い、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、26,711千円を減損損失として計上し

ております。

なお、回収可能価額は将来キャッシュ・フローが見込めないことから零と算定しております。

セグメントごとの減損損失計上額は、当第１四半期連結累計期間においては小中学部26,711千円であります。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 
報告セグメント

小中学部 高校部 その他の教育事業 計

売上高     

  外部顧客への売上高 1,504,253 345,376 199,786 2,049,416

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― 3,463 3,463

計 1,504,253 345,376 203,250 2,052,880

セグメント損失(△) △289,490 △135,247 △35,114 △459,851
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 △459,851

セグメント間取引消去 6,520

全社費用(注) △207,605

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △660,936
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、次のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

(1)１株当たり四半期純損失(△)  △109円91銭 △97円04銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純損失(△)
(千円)

△737,474 △651,173

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)(千円)

△737,474 △651,173

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,709 6,709

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益については、１株当
たり四半期純損失であり、ま
た、潜在株式が存在しないため
記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益については、１株当
たり四半期純損失であり、ま
た、潜在株式が存在しないため
記載しておりません。

 

 

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月７日

株式会社秀英予備校

　取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   篠　　原   孝　　広 　　 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   早 　稲 　田　　　宏　　　 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社秀英予

備校の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から

平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社秀英予備校及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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